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１　趣　旨

　　全国安全週間は、昭和３年に初めて実施されて以来、「人命尊重」という崇高な基本　

理念の下、「産業界での自主的な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高　

揚と安全活動の定着を図ること」を目的に、一度も中断することなく続けられ、今年　

で８６回目を迎える。

　　この間、労働災害を防止するため、事業場では、労使が協調して、労働災害防止対

策が展開されてきた。この努力により、労働災害は長期的には減少してきている。

　労働災害による死亡者数は、年々減少してきていたが、平成２１年から大幅な増減　

を繰り返している。一方、労働災害による死傷音数は、平成２２年から３年連続の増　

加となり、極めて憂慮すべき事態となっている。特に、産業構造の変化等により、製　

遺業、建設業等の労働災害の占める割合が減少し、小売業、社会福祉施設等の労働災　

害の占める割合が増加している。

　労働災害を防止するためには、トップから安全衛生の担当者、労働者までの事業場

の全員が現場を確認し、機械設備の安全基準や作業手順などの基本的なルールを守る

ことに加え、事業者から労働者一人ひとりまでの安全に対する意識や危険感受性を高

めることにより、労働者の安全を確保し、労働災害ゼロを目指していく必要かおる。

　平成２５年度の全国安全週間は、

たか　　　　　　ひとり　　　　　　　あんぜんいしき　　　　　　　　ちから　　　　　さいがい高めよう　一人ひとりの安全意識　みんなの力でゼロ災害

をスローガンとして展開することにする。

　この全国安全週間を契機として、それぞれの職場で、労働災害防止の重要性を認識

し、安全活動の着実な実行を図る。

２　期　間

　　平成２５年７月１日から７月７日までとする。

　　なお、安全週間の実効を上げるため、平成２５年６月]バョから６月３０日までを準　

備期間とする。
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